
 - 1 - 

令和７年度第２２回庁議提案  審議・報告・その他 

                    提 出 日：令和８年２月３日 

                    担当部・課：産業部 農林課〔内線３５５３〕 

① 件  名 

目指すべき将来の農地利用の姿を明確化する地域計画の変更について 

② 施策等を必要とする背景及び目的（理由） 

【背景】 

 令和４年５月の農業経営基盤強化促進法の改正（令和５年４月施行）により、地域の農業課題を

実効的に解決し、持続可能な農業の実現を図るため、人・農地プランを発展させた「地域計画」の

策定が義務付けられ、この改正を受け、本市では令和７年３月３１日までに１６地区の地域計画を

策定した。 

 策定した地域計画については、原則年１回の見直しによりブラッシュアップを図ることが求めら

れていることから、各地区において協議の場を開催し、地域全体の見直しについて協議を行った。 

 

【目的】 

 地域の協議に基づき、目指すべき将来の農地利用の姿を明確化する地域計画を変更するもの。 

③ 根拠法令及び総合計画又は個別計画との整合性 

【根拠法令】  

農業経営基盤強化促進法（昭和５５年法律第６５号） 

農業経営基盤強化促進法施行令（昭和５５年政令第２１９号） 

農業経営基盤強化促進法施行規則（昭和５５年農林水産省令第３４号） 

 

【〔総合計画との整合性 総合計画の位置付け：有・無〕 又は 〔個別計画との整合性〕】 

 第４章 多彩な人材が活躍し誇りと活気にあふれるまち 

 第３節 魅力的な農林畜産業の振興  

２ 持続可能な農業生産体制を整備する 

④ 提案に至るまでの経過（市民参加の有無とその内容を含む。） 

令和７年 ３月  地域計画策定 

１１月～ 計画変更に係る協議（１６地区） 

令和８年 １月  地域計画（変更）案作成 

 関係機関（農業委員会、土地改良区等）から意見聴取 

⑤ 主な内容 

地域計画変更点（全１６地区計） 

掲載事項 変更後 変更前 

１地域における農業の将来の在り方 

 

(1)区域の状況 

 

区域内の農用地面積 7,999.42ha  8,409.02ha  

 ①農業振興地域のうち農用地域内の農地面積 7,999.42ha  8,181.59ha  

②田の面積 7,847.40ha  8,036.98ha  

③畑の面積 152.02ha  372.04ha  

２農業の在り方に向けた農用地の効率かつ総合的な利用に関する目標 

 

(2)担い手に対する農用地の集積に関する目標 

 現状の集積率 80.94％  82.00％  

将来の目標とする集積率 90.89％  93.09％  

４地域内の農業を担う者の一覧 

 経営体数 1,071 経営体 1,104 経営体 

６目標地図 変更内容に合わせて更新 

※地域計画掲載事項６項目のうち４項目を変更 
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⑥ 実施した場合の影響・効果（財源措置及び複数年のコスト計算を含む。） 

【影響・効果】 

 地域計画を変更することで、より現状に即した計画となり、引き続き、農地の集積、集約が促進さ

れ、地域農業の維持・発展が図られる。 

 

【市財政への負担】 

 特になし 

⑦ 他の自治体の政策との比較検討 

 

⑧ 今後の予定及び施行予定年月日 

令和８年２月 地域計画（変更）の縦覧公告（２週間） 

        地域計画の決定、公告、公表、県へ報告 

⑨ その他 

地域計画については、今後も土地利用の状況や担い手の変化に対応するため、地域での話し合い

を継続し、必要に応じ更新を行う（更新手続きについては、原則、年１回以上地区ごとに協議の場を

開催（臨時開催６月、定期開催１２月）し、更新を行う）。 

 


